様式第５号の２（第１１条関係）
物価高騰対応等雇用安定支援金　対象労働者個別表（２）
	送出企業離職後の職歴（古いものから順に記載すること）

	
	企業名
	雇用期間
	雇用形態

	　

①
	（※送出企業を記載）

	平成・昭和　　年　　月　　日～　　　　　年　　月　　日
	・正規雇用　

・その他(　　　　　　　　)

	　

②
	
	　　年　　月　　日～

　　年　　月　　日
	・正規雇用　

・その他(　　　　　　　　)

	　

③
	
	　　年　　月　　日～

　　年　　月　　日
	・正規雇用　

・その他(　　　　　　　　)

	　

④
	
	　　年　　月　　日～

　　　　年　　月　　日
	・正規雇用　

・その他(　　　　　　　　)

	　

⑤
	
	　　　　年　　月　　日～

　　　　年　　月　　日
	・正規雇用　

・その他(　　　　　　　　)

	　

⑥
	
	　　　　年　　月　　日～

　　　　年　　月　　日
	・正規雇用　

・その他(　　　　　　　　)

	　

⑦
	
	　　　　年　　月　　日～

　　　　年　　月　　日
	・正規雇用　

・その他(　　　　　　　　)

	　

⑧
	
	　　　　年　　月　　日～

　　　　年　　月　　日
	・正規雇用　

・その他(　　　　　　　　)

	　

⑨
	
	　　　　年　　月　　日～

　　　　年　　月　　日
	・正規雇用　

・その他(　　　　　　　　)

	　

⑩
	
	　　　　年　　月　　日～

　　　　年　　月　　日
	・正規雇用　

・その他(　　　　　　　　)

	本人確認欄
	　　　上記のとおりであると確認した。
　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　




　

※　様式第４号の①に記載した労働者全員を個別に記載すること。

※　①に送出企業を記載し、その後受入企業（申請企業）に正規雇用されるまでの職歴を記載

すること（一番下には受入企業（申請企業）を記載すること）。

　※　雇用形態中「その他」には、有期雇用、アルバイト等の詳細を記載すること。

　※　行が足りない場合は適宜追加すること。
　※　対象労働者が、送出企業離職後に受入企業（申請企業）以外の企業に正規雇用されていた場合は、本支援金の対象となりません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　※　本人確認欄は、自署の場合押印は不要です。 
